
〈二次医療圏について〉
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（例）
① 広範囲熱傷、指肢切断、急性中毒等の特に専門性の高い救急医療（高度救命救急センターなど）
② 経皮的カテーテル心筋焼灼術、腎移植等の先進的技術を必要とする医療（都道府県がん診療連携拠点病院など）
③ 高圧酸素療法、持続的血液濾過透析等特殊な医療機器の使用を必要とする医療
④ 先天性胆道閉鎖症等発生頻度が低い疾病に関する医療 等

○都道府県は、医療計画の中で、病院の病床及び診療所の病床の整備を図るべき
地域的単位として区分する医療圏を定めることとされている。

二次医療圏三次医療圏

概 要

３４９医療圏（平成２２年４月１日現在）５２医療圏（平成２２年４月１日現在）
※都道府県ごとに１つ
北海道のみ６医療圏

【医療圏設定の考え方】
都道府県の区域を単位として設定
ただし、都道府県の区域が著しく広いことその他特別な事
情があるときは、複数の区域又は都道府県をまたがる区

域を設定することができる。

【医療圏設定の考え方】
一体の区域として病院等における入院に係る医療
を提供することが相当である単位として設定。その
際、以下の社会的条件を考慮する。

・地理的条件等の自然的条件
・日常生活の需要の充足状況
・交通事情 等

特殊な医療とは･･･

特殊な医療を提供 一般の入院に係る医療を提供

医療圏について
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医療圏数

規模別にみた二次医療圏（人口・面積）

○ 二次医療圏間の人口の最大格差は、１０３．６倍 ※島しょ部を除く。

→2,534,176人（大阪市医療圏） / 24,461人（南部Ⅱ医療圏・徳島県）

○ 二次医療圏間の面積の最大格差は、９９．８倍 ※北海道を除く。

→ ４１．８８㎢ （尾張中部医療圏・愛知県） / ４１７７．５９㎢（飛騨医療圏・岐阜県）

出 典 ： 平成２１年度人口動態（市区町村別）

平成２１年全国都道府県市区町村別面積調（国土地理院技術資料）
二次医療圏 ： ３４８医療圏（平成２０年４月時点）
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人口１０万人当たり病院数、人口１０００人当たり病院病床数 （二次医療圏）
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出 典 ：平成２０年医療施設調査、平成２１年度人口動態（市区町村別）
二次医療圏 ：平成２０年４月時点 ３４８圏

○ 人口１０万人当たりの病院数は、全国平均で６．９施設。
○ 病院数が５以上１０未満の二次医療圏が最も多く、１９０圏。

○ 人口１０００人当たりの病院病床数は、全国平均で１２．７床。
○ 病院病床数が１０以上１５未満の二次医療圏が最も多く、１３９圏。
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人口１０万人当たり診療所数（二次医療圏）

出 典 ：平成２０年医療施設調査、平成２１年度人口動態（市区町村別）
平成２０年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）
住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成21年3月31日現在）（総務省）

二次医療圏：平成２０年４月時点 ３４８圏

○ 人口１０万人当たりの診療所数は、全国平均で７８施設。
○ 診療所数が７０以上８０未満の二次医療圏が最も多く、８７圏。
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○ 人口１０万人当たりの従事医師数の平均は２１４名であり、
平均に満たない二次医療圏が全体の約８割を占める。
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人口１０万人当たりの従事医師数（二次医療圏）
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二次医療圏別人口１０万人当たり従事医師数

都道府県 二次医療圏
人口10万人当たり

従事医師数（県内）
県内での差 都道府県 二次医療圏

人口10万人当たり

従事医師数（県内）
県内での差 都道府県 二次医療圏

人口10万人当たり

従事医師数（県内）
県内での差

上川中部 313.2 石川中央 328.8 県南東部 324.3

根室 89.8 能登北部 124.7 高梁・新見 151.2

津軽地域 285.2 福井・坂井 315.5 呉 291.8

西北五地域 98.5 奥越 115.8 広島中央 185.5

盛岡 288.5 中北 269.8 宇部・小野田 386.1

久慈 114.4 峡南 105.6 萩 167.9

仙台 270.5 松本 339.0 東部Ⅰ 353.4

登米 99.9 木曽 115.5 南部Ⅱ 164.7

秋田周辺 290.3 岐阜 239.1 高松 319.1

北秋田 116.8 中濃 137.7 小豆 148.1

村山 262.5 西部 237.9 松山 309.2

最上 136.2 中東遠 122.7 宇摩 156.0

県北 256.7 尾張東部 353.7 中央 325.6

南会津 104.3 尾張中部 75.5 高幡 149.1

つくば 352.8 中勢伊賀 252.9 久留米 422.4

常陸太田・ひたちなか 89.1 東紀州 150.4 京築 138.5

県南 399.8 大津 341.8 中部 337.6

県西 126.5 甲賀 125.0 西部 154.8

前橋 384.3 京都・乙訓 396.3 長崎 368.1

太田・館林 135.9 山城南 124.3 上五島 126.9

西部第二 271.2 中河内 344.6 熊本 394.5

利根 102.1 大阪市 173.5 阿蘇 115.1

安房 336.3 神戸 294.6 中部 293.1

山武長生夷隅 98.9 西播磨 145.4 西部 146.8

区中央部 1305.2 東和 248.8 宮崎東諸県 319.8

島しょ 128.7 南和 161.0 西都児湯 122.2

横浜南部 247.0 和歌山 357.1 鹿児島 335.7

県央 133.3 那賀 154.9 曽於 108.2

新潟 246.0 西部 389.4 南部 274.4

魚沼 121.6 中部 199.1 宮古 164.4

富山 295.6 出雲 427.2

高岡 189.8 雲南 126.1
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「平成20年医師・歯科医師・薬剤師調査」（厚生労働省）、

「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成21年

3月31日現在）」（総務省）より作成

各都道府県内においても、県庁所在地など人口当たりの医師数が多い地域と、郡部など少ない地域がみられる。

21



0 20 40 60 80 100

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10～14

15～19

20以上

0 50 100 150 200

0

1～4

5～9

10～14

15～19

20～29

30～39

40～49

50以上

0 50 100 150 200 250 300

0

1

2

3

4

5

6以上

医療機器設置台数（二次医療圏）
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出典：平成２０年医療施設調査 二次医療圏：平成２０年４月時点 ３４８圏

RI検査（シンチグラム） PETCT

マルチスライスCT MRI（1.5ステラ以上）
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規模別にみた二次医療圏ごとの流出患者割合（人口・面積）

出 典 ： 平成２０年患者調査、平成２１年度人口動態（市区町村別）、
平成２１年全国都道府県市区町村別面積調（国土地理院技術資料）

二次医療圏 ： 平成２０年４月時点 ３４８圏
総患者 数 ： 当該二次医療圏を住所地とする患者の総数

全３４８医療圏
平均２３．２％

○ 人口規模が５０万～１００万人の二次医療圏において、流出患者数が総患者数に占める割合は１９．６％
で最も低く、人口規模が３万人以下の２次医療圏では６６．７％で最も高くなっている。

○ 面積規模が１００㎢未満の二次医療圏からの流出患者数が総患者数に占める割合は４９．２％で最も高
く、２０００㎢以上の２次医療圏では１１．８％で最も低くなっている。
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二次医療圏の見直しの実例

二次医療圏： １３圏域（H18.3）→ ７圏域（H20.12）

＜見直しの背景＞

○ 高速交通体系、医療情報の受発信・共有基盤の整備の進展により、患者の受療動向や医療機関の連

携は１３圏域を超えて広域化しており、１３圏域のほとんどで完結度が低く、患者の需要に十分応えられて

いないとの問題が発生

＜見直しの方針＞

○ 二次医療圏を広域化し、二次医療圏で担うべき機能が果たせるよう、政策医療の充実と医療機関の役

割分担と連携の促進により、高度・専門的な医療提供を図るとともに、二次医療圏内での完結度の向上を

目指す

○ 見直しにあたっては、県、市町村、関係機関等が連携して、へき地等の医師確保や地域医療支援等の

整備充実に努める

新潟県

＜二次医療圏を取り巻く状況＞

・ １３圏域の多くで人口規模が小さく、医療需要もこれに比例して尐ないことから、機能整備が進まない要因の一つ

となっている

・ 市町村合併の進展により、１３圏域の過半数が１～２市町村で構成されることとなり、二次医療圏の設定目的に

一致しなくなってきた 等

※ 新潟県「第４次新潟県地域保健医療計画」に基づき作成 24




